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日本版コネクト＆マネージを実現する制御システムの開発の実施について 

 
 

2 0 2 0 年 6 月 2 9 日 

四国計測工業株式会社 

 
 
 当社は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が公募した「再

生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開発／研究開発

項目①-1 日本版コネクト＆マネージ※1を実現する制御システムの開発」に応募し、採択さ

れました。事業期間は、７月１日から 2024 年 2 月までの予定です。 

 

2018 年に閣議決定された「第 5 次エネルギー基本計画」において、2030 年に向けた重要

な施策の 1 つとして再生可能エネルギーの主力電源化へ向けた取り組みが掲げられており、

再生可能エネルギーの系統への接続量は年々増加しております。 

発電設備を新たに空き容量がない系統に接続する場合には、流通設備等の増強を行う必

要があります。一方、流通設備等の増強には多額の費用と時間を要するため、早期に再生

可能エネルギーの導入を拡大するためには、「ノンファーム型接続※２」などの既存系統を

有効に活用する取り組みが重要となります。 

 

本事業では、一定の条件下で系統への接続を認める「ノンファーム型接続」といった「日

本版コネクト＆マネージ」の仕組みを実現し、既存系統を最大限活用していくための効果

的かつ合理的な制御システムの開発と実証を実施します。 

 

当社は、本事業を通じて、既存系統を最大限活用できる仕組みの実現に貢献することで、

電力の安定供給と再生可能エネルギー導入拡大の両立を目指してまいります。 

 

 
※1：日本版コネクト＆マネージ 

電源を新規に系統へ接続する場合に、送電線の空き容量が不足する状況でも、系統が混雑する時間

帯に限り出力を制御するなど、一定の条件の下で系統への接続を認める取り組み。 
※2：ノンファーム型接続 

他の電源が稼働している間など、系統の混雑時には出力を制御することを前提として新規の電源の

接続を可能とする手法。 

 

以 上 

＜別紙＞ 

「日本版コネクト＆マネージを実現する制御システムの開発」の概要 
 

 

 

 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

四国計測工業株式会社 製造事業本部 電力事業部 系統システム部  

050-8802-4301（代表） 
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＜別紙＞ 

 

「日本版コネクト＆マネージを実現する制御システムの開発」の概要 
 

 

１．実施体制 

東京電力パワーグリッド株式会社 

（幹事法人） 
東京電設サービス株式会社 

東京電力ホールディングス株式会社 株式会社日立製作所 

北海道電力ネットワーク株式会社 四国計測工業株式会社 

東北電力ネットワーク株式会社 一般財団法人日本気象協会 

一般財団法人電力中央研究所 
伊藤忠テクノソリューションズ 

株式会社 

株式会社テプコシステムズ 国立大学法人東京大学 

 

 

２．事業期間 

  2020 年 7 月 1 日～2024 年 2 月（予定） 

 

 

３．事業概要 

本事業では、再生可能エネルギーの増加等に伴う既設系統の混雑に対して既存系統

を最大限活用していくために、系統が混雑する時間帯に限り出力を制御することで新

規の電源の接続を認めるなど、一定の条件の下で系統への接続を認める「日本版コネク

ト＆マネージ」の仕組みを実現する制御システムの開発と実証を実施します。 

 

本事業では、具体的には次の４項目について検討を実施する。 

（１）日本版コネクト＆マネージを実現するシステムの開発 

新たなシステムの開発、既設の電力システムの改修、システムのセキュリティ評価

等、日本版コネクト＆マネージを実現するシステムに必要な検討・開発を実施する。 

（２）再生可能エネルギー等のローカル予測の検討 

日本版コネクト＆マネージを実現するためには、再生可能エネルギー発電量や需要

について、送電系統毎のローカルな予測が必要となる。既存の予測技術を用いたロ

ーカル予測の誤差について調査・分析を実施し、精度向上策等について検討を実施

する。 

（３）開発システムを用いた実証 

   開発システムを用いることで日本版コネクト＆マネージを実現できることを、デー

タ分析や実系統での実証により確認する。 

（４）海外の動向調査 

海外におけるノンファーム型接続に関連する最新の制度の議論状況、電力系統解析

技術、再エネ発電量予測技術等について、欧州・米国等の諸外国の動向について調

査する。 
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４．役割分担 

上記の具体的な実施事項に対して、下記の役割分担で実施をする。 

実施事項 役割分担箇所 

（１）日本版コネクト＆マネージを実現

するシステムの開発 

 

東京電力パワーグリッド株式会社 

北海道電力ネットワーク株式会社 

東北電力ネットワーク株式会社 

一般財団法人電力中央研究所 

株式会社テプコシステムズ 

東京電設サービス株式会社 

株式会社日立製作所 

四国計測工業株式会社 

国立大学法人東京大学 

（２）再生可能エネルギー等のローカル

予測の検討 

東京電力パワーグリッド株式会社 

東京電力ホールディングス株式会社 

東北電力ネットワーク株式会社 

一般財団法人日本気象協会 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

国立大学法人東京大学 

（３）開発システムを用いた実証 

 

東京電力パワーグリッド株式会社 

北海道電力ネットワーク株式会社 

東北電力ネットワーク株式会社 

一般財団法人電力中央研究所 

株式会社テプコシステムズ 

東京電設サービス株式会社 

株式会社日立製作所 

四国計測工業株式会社 

（４）海外の動向調査 

東京電力パワーグリッド株式会社 

北海道電力ネットワーク株式会社 

一般財団法人電力中央研究所 

株式会社テプコシステムズ 

東京電設サービス株式会社 

一般財団法人日本気象協会 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

国立大学法人東京大学 

 

以 上 

 

 


